
事業の目的
日本の自治体が海外の自治体職員を受け入れ、
これまで培ってきたノウハウ・技術を習得さ
せる研修を行います。地域主体型の国際協力、
受入自治体の国際化を推進します。

平成2３年度 (財)自治体国際化協会

発表① 自治体職員協力交流事業（ＬＧＯＴＰ）

財団法人自治体国際化協会（CLAIR）は、地方自治体や地域国際化協会などが実施する
地域の特性を活かした国際交流・国際協力・多文化共生の取り組みを支援しています。

今回、それらの取り組みの中から他の団体の参考となる優良事例を紹介し、より一層の
国際交流・国際協力・多文化共生を促進するため、事例報告会を開催します。

それぞれの自治体等の担当者から、取組内容や成果などをご発表いただきます。
ぜひお越しください。

国際交流・国際協力・多文化共生支援事業 事例報告会

発表② 自治体国際協力専門家派遣事業

発表内容・団体
「LGOTPを活用したモンゴル国農業技術

研修員の受入について」
滝川市国際課 山内康裕 氏

事業の目的
農業、医療、水道事業など、専門的な技術や 発表内容・団体

「中国遼寧省環境科学研究院における

発表③ 自治体国際協力促進事業（モデル事業）

発表④・⑤ 地域国際化施策支援特別対策事業
（国際交流分野・多文化共生分野）

知識・経験を持つ日本の自治体職員を、主に
中国や東南アジア諸国へ派遣し、現地の技術
力向上や人材育成を図ります。

「中国遼寧省環境科学研究院における
汚水処理技術に関する指導」

福岡県下水道課 田尻英樹 氏

事業の目的
地方自治体等の行う先駆的な国際協力の取り
組みを「モデル事業」として認定して財政的
に支援します。自治体による国際協力活動の
裾野の拡大を図ります。

発表内容・団体
「カンボジア王国体育科教育関係者

短期招聘事業」
ＮＰＯ法人ハート・オブ・ゴールド

井上恭子 氏

事業の目的
日本と海外の地域間連携の強化や多文化共生
社会の構築などの施策の重要性が高まる中、
特に重要性・必要性の高い事業の推進を図る
ため、緊急的に財政支援を行います。

発表内容・団体
国際交流 「松江開府400年祭

ニューオーリンズＪＡＺＺ招聘事業」
松江市国際観光課 加田 聖 氏

多文化共生「民間住宅賃貸借分野における多文化共生意識

啓発事業～外国人の部屋探しを考える～」

大田区地域振興課 大塚栄司 氏



平成23年度(財)自治体国際化協会 国際交流・国際協力・多文化共生
支援事業事例報告会 開催概要

日 時：平成24年7月12日（木）13時30分～16時15分 （受付１３時００分～）

場 所：日本財団ビル 大会議室Ａ
〒 107-8404 東京都港区赤坂1-2-2

電話：03-6229-5111

出席者：地方自治体の国際化業務担当者
地域国際化協会担当者
ＮＧＯ・ＮＰＯ関係者
総務省・外務省・内閣府 など

主 催：財団法人自治体国際化協会

問合先：経済交流課（担当：日高）
電 話：03-5213-1726
F A X：03-5213-1742
E-mail：k-hidaka@clair.or.jp

次 第
１３：３０ 開会、あいさつ
１３：４５ 発表① 「ＬＧＯＴＰを活用したモンゴル国農業技術研修員の受入について」

滝川市国際課 山内康裕 氏

１４：１０ 発表② 「中国遼寧省環境科学研究院における汚水処理技術に関する指導」１４：１０ 発表② 「中国遼寧省環境科学研究院における汚水処理技術に関する指導」
福岡県下水道課 田尻英樹 氏

１４：３５ 発表③「カンボジア王国体育科教育関係者短期招聘事業 」
ＮＰＯ法人ハート・オブ・ゴールド 井上恭子 氏

１５：００ ― 休憩 ―
１５：１５ 発表④ 「松江開府400年祭ニューオーリンズＪＡＺＺ招聘事業」

松江市国際観光課 加田 聖 氏
１５：４０ 発表⑤ 「民間住宅賃貸借分野における多文化共生意識啓発事業

～外国人の部屋探しを考える～」
大田区地域振興課 大塚栄司 氏

１６：０５ 質疑応答
１６：１５ 閉会

国際交流・国際協力・
多文化共生支援事業事例報告会 参 加 申 込 書

団体名・所属名 参加者氏名

FAX番号：03-5213-1742  
E-mail：k-hidaka@clair.or.jp

◆ 6月２５日（月）までにＦＡＸでお
申し込み頂くか、メールでお知らせ
ください。

◆ 参加者多数によりご参加頂けない
場合には連絡いたします。
以下に連絡先をご記入ください。

電話：

E-mail:


